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令 和 ７ 年 ３ 月 1 3 日 

ESG 金融ハイレベル・パネル 

 

第六次環境基本計画は、環境・経済・社会に関わる複合的な危機や課題のもと、環境を基

盤とし、環境を軸とした環境・経済・社会の統合的向上への高度化を図り、環境収容力を守

り環境の質を上げることによって経済社会が成長・発展できる持続可能な社会としての「循

環共生型社会」の実現を掲げている。 

この循環共生型社会を実現するために、「ウェルビーイング」を最上位の目的として、環

境・経済・社会の統合的向上の高度化に向け、ネット・ゼロ、循環経済、ネイチャーポジテ

ィブ等といった個別分野の環境政策を統合的に実施し、相乗効果（シナジー）を発揮させ、

経済社会の構造的な課題の解決にも結びつけていく必要がある。 

循環共生型社会の実現に向けて、金融機関として持続可能な生産と消費を実現するグリー

ンな経済システムの構築に貢献すべく、事業者の環境負荷の低減につながる投資を促し、取

組を後押しするなど、ESG 金融を含むサステナブルファイナンスの取組を推進するにあたり、

ESG 金融ハイレベル・パネルは以下のとおり宣言する。 

１． 気候変動対策、循環経済、ネイチャーポジティブ等の実現に資する投融資など、持

続可能な社会の構築へと資金の流れをシフトする環境金融を拡大する。 

２． 地域課題の解決を経済的価値につなげ得る事業等に対し投融資・支援を行うことで、

地域企業における経営のグリーン化を促進する。 

３． 既存の技術の社会実装だけでなく、新たなイノベーション創出の加速化に向けて、

環境スタートアップへの投資を一層拡大していく。 

以上のとおり、金融を通じたグリーンな経済システムの構築に向け、ESG 金融を含むサス

テナブルファイナンスを促進していく。 
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報開示研究会 代表理事 

城田 宏明    一般社団法人日本損害保険協会 会長 
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高村 ゆかり   東京大学未来ビジョン研究センター 教授 

田中 一穂    株式会社日本政策金融公庫 代表取締役総裁 
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平松 廣司     一般社団法人全国信用金庫協会 会長 

福留 朗裕    一般社団法人全国銀行協会 会長 
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